
（担 当 課）

（担 当 者）

（連 絡 先）

テ ー マ：

①<手段別意見応募件数>（意見件数を記入してください。応募者数は（　）書きしてください。）

　(記入例：１人が提出したものに３つの意見が記載されていいた場合　３（１）と記してください。)

郵便 ファックス 電子メール
県民課・
県民局へ

その他の
方法

計

　　　（　　） 　　１（１） 　２３（１５） 　　　（　　） 　　１（１） 　２５（１７）

②＜応募意見の政策案等への反映状況＞

対応状況 件数

 反映した
(一部のみ反映し
たものを含む)

2

既に盛り込み済
み

2

今後の検討課題 20

計画の内容以外
の意見

1

計 25

とりネット
（実施担当課）

報道機関への
資料提供

県議会への報
告

県民課等での
縦覧等

広報誌等への
掲　　載

その他

○ ○ ○

※その他方法の例：意見交換会、電話、イベント等

「第２次鳥取県環境基本計画（素案）」に対する意見

※上記分類が困難な場合は、担当課整理による分類でもかまいません。

※その他：鳥取県環境審議会へ報告　　

他の公表方法として該当するものに○を付してください。

③＜意見募集結果概要書を、1部添付してください。＞

○もっと詳しく教えてほしい

○美しい景観の保全と創造は、歴史的遺産など古いものに限る必要はない。
子育てと環境問題の双方の視点から環境施策を考えるべき
○実行計画の目標と施策を毎年チェックして発表すれば、関心度は深まり啓
蒙活動が推進される

○前計画の各目標項目の計画時の現状と完了状況を数値化し改善度合いを表
現すべき

○【全体】目指すべき社会像・環境像、数値目標を明確にすべき
○【エネルギーシフト】再生可能エネルギー（太陽光、風力、小水力、木質
バイオマス、温水熱利用発電など）への転換を推進すべき。補助制度・低利
環境融資制度・住民債の導入、マイクログリッド化、蓄電池設置をすべき
○【循環社会】リサイクルは不十分で地域のリサイクル活動を推進すべき
○【環境実践の展開】学校教育・事業所・公民館にもっと環境教育・学習を
取込むべき。環境問題を考え行動できる人材育成や目標・自覚が必要。中小
企業向け環境マネジメントシステムの普及・支援拡大。深夜営業の中止と節
電意識向上。レジ袋課税の検討。
○【安全･安心】地下水が無謀な採取で枯渇しないよう管理・確保すべき
○【自然共生】森林整備・植林活動を推進すべき

→とりネットのパブコメページ・
　県庁ロビー掲示板で公表しま

パブリックコメント実施結果報告書
平成２３年１０月１８日

主　　な　　意　　見

環境立県推進課

後藤田拓也
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